
（平成２５年４月２４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

厚生年金関係 30 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 6 件



                      

 

埼玉（茨城）厚生年金 事案 7422 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＢ支店（現在は、

株式会社Ａ）の資格取得日に係る記録を昭和 43 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を４万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月１日から同年５月１日まで 

 私が株式会社Ａに勤務していた期間のうち、昭和 43 年４月１日から

同年５月１日までの厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間は同社の

Ｃ支店からＢ支店へ異動になった時期であるが継続して勤務している。  

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述から判断すると、

申立人が株式会社Ａに継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人に明確な記憶が無く、当該日付を特定

できる資料もないことから、申立人と同様に同時期において株式会社Ａの

Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動した同僚の異動日から、昭和 43 年４月１日

とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ支

店における昭和 43 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録か

ら、４万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、このほかに確認できる関連資料及

 



                      

  

び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7423 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格取得日に係る記録を昭和 38 年１月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年１月 26 日から同年３月 26 日まで 

  私は、昭和 37 年１月にＡ株式会社Ｂ工場で採用され、１年間は同社

の本社に勤務する条件で入社した。38 年１月に同社Ｂ工場に異動にな

ったところ、厚生年金保険被保険者記録では、本社の資格喪失日が同年

１月 26 日で、Ｂ工場での資格取得日が同年３月 26 日となっており、２

か月の未加入期間がある。この間も、継続して勤務していたので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立人と同時期にＡ株式会社本社から同社

Ｂ工場に異動した複数の同僚の供述から判断すると、申立人が同社に継続

して勤務し（昭和 38 年１月 26 日に同社本社から同社Ｂ工場に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ工場

における昭和 38 年３月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついは、Ａ株式会社は既に解散し、当時の代表取締役及びＢ工場長の連絡

先も不明である上、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た



                      

  

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格取得日に係る記録を昭和 38 年１月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年１月 26 日から同年３月 26 日まで 

 私は、昭和 37 年４月にＡ株式会社に入社し、39 年２月に退職するま

での約２年間、同社に継続して勤務していた。厚生年金保険被保険者記

録では、38 年１月 26 日から同年３月 26 日までの間が未加入期間とな

っているが、この頃は、本社からＢ工場に転勤になった時期である。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同時期にＡ株式会社本社から同社Ｂ工場に異動した複数の同僚

の供述から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 38 年１月

26 日に同社本社から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ工場

における昭和 38 年３月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついは、Ａ株式会社は既に解散し、当時の代表取締役及びＢ工場長の連絡

先も不明である上、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を両事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格

喪失日に係る記録を平成 10 年５月 21 日に、有限会社Ｂ（現在は、有限会

社Ｃ）における資格取得日に係る記録を同年５月 21 日に訂正し、申立期

間①の標準報酬月額を同年３月及び同年４月は 28 万円、同年５月は 36 万

円、同年６月は 34 万円とすることが必要である。 

なお、両事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成 10 年７月１日から 12 年 10

月１日までの期間、及び同年 11 月１日から 13 年３月１日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、申立人の有限会社Ｂ

における標準報酬月額に係る記録について、10 年７月は 36 万円、同年８

月から同年 10 月までは 32 万円、同年 11 月は 34 万円、同年 12 月から 11

年６月までは 32 万円、同年７月は 34 万円、同年８月から同年 10 月まで

は 32 万円、同年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 32 万円、12 年１月は 34

万円、同年２月及び同年３月は 32 万円、同年４月は 30 万円、同年５月は

32 万円、同年６月は 34 万円、同年７月及び同年８月は 32 万円、同年９

月及び同年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 32 万円、13 年１月及び同年２

月は 34 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 10 年３月 31 日から同年７月１日まで 

           ② 平成 10 年７月１日から 13 年３月１日まで 

申立期間①について、株式会社Ａ及び有限会社Ｂに勤務していたのに、

  



                      

  

厚生労働省の記録によると、厚生年金保険の被保険者記録が無い。確か

に勤務していたので、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額が実際にもらっていた給料より

低くなっている。納得できないので、申立期間②の標準報酬月額を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人から提出された申立期間①に係る株式会

社Ａ及び有限会社Ｂにおける給与明細書、株式会社Ａの事業主（同社及

び有限会社Ｂの社会保険事務を担当）の供述、及び有限会社Ｂにおける

申立人に係る雇用保険の加入記録から判断すると、申立人が当該期間に

おいて株式会社Ａ及び有限会社Ｂに継続勤務し、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書で確認でき

る保険料控除額又は報酬月額により、平成 10 年３月及び同年４月は 28

万円、同年５月は 36 万円、同年６月は 34 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、有限会社Ｂに係る商業登記簿によると、会社成立日が平成 10

年５月 21 日となっており、申立人と同様に同年３月 31 日に株式会社Ａ

において資格喪失し、同年７月１日に有限会社Ｂにおいて資格取得して

いる同僚が提出した平成 10 年分給与所得の源泉徴収票に同年５月 21 日

就職と記載されていることから、申立人は申立期間①において、同年５

月 20 日まで株式会社Ａに勤務し、同年５月 21 日から有限会社Ｂに勤務

していたことが推認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立期間①において、株式会社Ａは、

平成 10 年３月 31 日付け（記録訂正後の現在は、同年５月 21 日）で厚

生年金保険の適用事業所ではなくなり、有限会社Ｂは同年７月１日付け

（記録訂正後の現在は、同年５月 21 日）で厚生年金保険の適用事業所

となっており、両事業所の厚生年金保険の適用時期に３か月ほどの空白

期間があるが、商業登記簿によると、株式会社Ａ及び有限会社Ｂは申立



                      

  

期間①当時に現存しており、当該期間は、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたと判断される。 

なお、両事業主が申立期間①の保険料の納付義務を履行したか否かに

ついては、両事業主とも不明としているが、申立期間①は両事業所とも

適用事業所となっていないことから、社会保険事務所（当時）は申立期

間①の保険料について納入の告知を行っておらず、両事業主は、申立期

間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間②について、申立人から提出された申立期間②に係る有限会

社Ｂの給与明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額から、

平成 10 年７月は 36 万円、同年８月から同年 10 月までは 32 万円、同年

11 月は 34 万円、同年 12 月から 11 年６月までは 32 万円、同年７月は

34 万円、同年８月から同年 10 月までは 32 万円、同年 11 月は 34 万円、

同年 12 月は 32 万円、12 年１月は 34 万円、同年２月及び同年３月は 32

万円、同年４月は 30 万円、同年５月は 32 万円、同年６月は 34 万円、

同年７月及び同年８月は 32 万円、同年９月及び同年 11 月は 34 万円、

同年 12 月は 32 万円、13 年１月及び同年２月は 34 万円に訂正すること

が必要である。 

  一方、平成 12 年 10 月の標準報酬月額については、給与明細書におい

て確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の標

準報酬月額より高額であるものの、報酬月額に見合う標準報酬月額がオ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることから、標準報酬月額の

訂正の必要性は認められない。 

なお、申立期間②のうち、今回訂正する期間に係る厚生年金保険料の

事業主による納付義務の履行については、事業主は不明としているが、

給与明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月

額とオンライン記録上の標準報酬月額は事業主による算定基礎届に基づ

く定時決定が含まれているにもかかわらず、上記期間において一致して

いないことから、事業主は、給与明細書において確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉（栃木）厚生年金 事案 7426 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 55 年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

７万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年８月 31 日から同年９月１日まで 

株式会社Ａ及び株式会社Ｂは社名が変更になっただけで実態としては

同じ会社だったのに、株式会社Ａでの資格喪失日が昭和 55 年８月 31 日

になっているために、同年８月が厚生年金保険の被保険者期間に含まれ

ていない。 

申立期間もＡに継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、株式会社Ａ及び同社の

関連会社である株式会社Ｂに継続して勤務し（昭和 55 年９月１日に株式

会社Ａから株式会社Ｂに異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

 一方、オンライン記録によると、株式会社Ａは、昭和 55 年８月 31 日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっているが、その翌日である同年９月

１日に再び厚生年金保険の適用事業所となっており、同年８月 31 日に被

保険者資格を喪失した従業員の多くが、同年９月１日で被保険者資格を再

取得していることが確認できることから、当該事業所が申立期間について

厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満たしていたものと判

断される。 

  



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集してきた関連資料及び周辺事情を総合

的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係る

昭和 55 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から７万 6,000 円と

することが妥当である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、

社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められるこ

とから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を両事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪

失日に係る記録を平成 10 年５月 21 日に、有限会社Ｂ（現在は、有限会社

Ｃ）における資格取得日に係る記録を同年５月 21 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を同年３月及び同年４月は 41 万円、同年５月及び同年６

月は 22 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年３月 31 日から同年７月１日まで 

私は、株式会社Ａ及び有限会社Ｂに継続勤務していたが、申立期間の

厚生年金保険の被保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の記録、複数の同僚から提出された申立期間に係

る株式会社Ａ及び有限会社Ｂにおける給与明細書、同僚の供述及び株式会

社Ａの事業主（同社及び有限会社Ｂの社会保険事務を担当）の供述から判

断すると、申立人が申立期間において株式会社Ａ及び有限会社Ｂに継続勤

務していたことが認められる。 

なお、有限会社Ｂに係る商業登記簿によると、会社成立日が平成 10 年

５月 21 日となっており、申立人と同様に同年３月 31 日に株式会社Ａにお

いて資格喪失し、同年７月１日に有限会社Ｂにおいて資格取得している同

僚が提出した平成 10 年分給与所得の源泉徴収票に同年５月 21 日就職と記

載されていることから、申立人は申立期間において、同年５月 20 日まで

株式会社Ａに勤務し、同年５月 21 日から有限会社Ｂに勤務していたこと

が推認できる。 



                      

  

一方、オンライン記録によると、申立期間において、株式会社Ａは、平

成 10 年３月 31 日付け（記録訂正後の現在は、同年５月 21 日）で厚生年

金保険の適用事業所ではなくなり、有限会社Ｂは同年７月１日付け（記録

訂正後の現在は、同年５月 21 日）で厚生年金保険の適用事業所となって

おり、両事業所の厚生年金保険の適用時期に３か月ほどの空白期間がある

が、商業登記簿によると、株式会社Ａ及び有限会社Ｂは申立期間当時に現

存しており、当該期間は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要

件を満たしていたと判断される。 

これらの事実及びこれまでに収集してきた関連資料及び周辺事情を総合

的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係る

平成９年 10 月の定時決定の記録から、10 年３月及び同年４月は 41 万円、

申立人の有限会社Ｂに係る取得時の記録から、同年５月及び６月は 22 万

円とすることが妥当である。 

なお、両事業主が申立期間の保険料の納付義務を履行したか否かについ

ては、両事業主とも保険料を納付したか否かについては不明としているが、

申立期間は両事業所とも適用事業所となっていないことから、社会保険事

務所（当時）は申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、両

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

埼玉（茨城）厚生年金 事案 7428 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資

格喪失日に係る記録を昭和 48 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を３万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月 30 日から同年５月１日まで 

申立期間当時、Ａ株式会社のＣ営業所に勤務していた。当時、所属変

更になるという話を聞いたことはあるが、転勤や休職などはしていない

のに、申立期間の厚生年金保険の記録が無いのはおかしいので、調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間当時、Ａ

株式会社に継続して勤務し（昭和 48 年５月１日にＡ株式会社Ｃ営業所の

管轄支店が変更となり、これに伴い厚生年金保険の適用事業所が同社Ｂ支

店から同社Ｄ支店に変更）、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ支店

に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票における昭和 48 年３月の記録

から、３万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を

昭和 48 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年４月 30 日と誤って記録したとは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に



                      

  

係る同年４月の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉（茨城）厚生年金 事案 7429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 48 年４月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

４万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 21 日から同年４月 10 日まで 

株式会社Ａに就職し、昭和 48 年４月、新規にオープンする株式会社

Ｂに異動したが、申立期間の厚生年金保険の記録が無いので、調査の上、

記録を訂正してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立人が申立期間当時、株式会社Ａ及び株式会

社Ｂに継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、株式会社Ｂが厚生年金保険の適用事業

所となったのは、昭和 48 年４月 10 日であることが確認できるが、株式会

社Ａは、「当時の経理責任者の話では、当社から株式会社Ｂに異動した従

業員は、同社が適用事業所となる昭和 48 年４月 10 日までの期間は、当社

で社会保険料を控除していた、とのことである。」と回答していることか

ら、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票における昭和 48 年２月の記録から、

４万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、株式会社Ａ及び株式会社Ｂは不明としているが、申



                      

  

立人に係る株式会社Ａの資格喪失日（昭和 48 年３月 21 日）が雇用保険の

離職日の翌日と同日になっており、社会保険事務所（当時）及び公共職業

安定所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、

事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料の納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る同年３月の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間②について、申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、平成

５年４月１日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、11 万 8,000 円とすること

が必要である。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年 10 月１日から５年３月 31 日まで 

          ② 平成５年３月 31 日から同年４月１日まで 

平成３年にＡ株式会社に入社し、５年４月１日から同社が株式会社Ｂ

となったが、その前後の期間、継続して勤務していたにもかかわらず、

５年３月の厚生年金保険の記録が無いのはおかしい。また、４年 10 月

以降の標準報酬月額が実際の給与より低いので、調査の上、記録を訂正

してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、オンライン記録によれば、当初、申立人のＡ株

式会社における厚生年金保険の被保険者資格の喪失日は平成５年４月１

日と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った同年３月 31 日よりも後の同年５月 18 日付けで、申立人を含めて

12 名が遡及して同年３月 31 日に訂正されていることが確認できる。 

  また、当該訂正前の記録から、平成５年４月１日において、Ａ株式会

社が適用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、同

年３月 31 日に適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由

は見当たらない上、申立人は、同社の商業登記簿謄本から取締役ではな

く、複数の同僚が「申立人はシステム担当だった。」と供述しているこ

とから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは認められない。 

  これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、厚



                      

  

生年金保険の適用事業所でなくなった後、申立人について、平成５年３

月 31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該資

格喪失に係る記録は有効なものと認められないことから、申立人の資格

喪失日は当該訂正処理前の同年４月１日に訂正することが必要である。 

 なお、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に

おける訂正処理前のオンライン記録から、11 万 8,000 円とすることが

妥当である。 

 

 

２ 申立期間①について、申立人が所持する給与振込記録で確認できる給

与額は、オンライン記録における標準報酬月額を上回る額であることが

確認できる。 

  しかしながら、Ａ株式会社における事業主照会において、元事業主は、

「社会保険料負担を減らすため、実際の給与より低い額を標準報酬月額

として届け出ていた。」と供述しているところ、複数の同僚の給与明細

書によれば、申立期間①前後の期間の保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、実際に支給されていた給与額より低いものであることが確認でき

る。 

また、Ａ株式会社が加入していたＣ厚生年金基金及びＤ健康保険組合

が保管する申立人に係る記録においても、申立期間①の標準報酬月額は、

オンライン記録と一致することが確認できる。 

 このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間①について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉（茨城）厚生年金 事案 7431 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 34 年 11 月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年８月 31 日から同年 11 月１日まで 

私は、Ｄ県Ｃ市にあったＡ株式会社に申立期間の前後を含めて継続し

て勤務していたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。当該

期間について厚生年金保険の被保険者であったと認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録及び同僚の回答から、申立人が申立期

間においてＡ株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

 また、Ｂ株式会社に照会したところ、申立人に係る記録は保存されてい

ないが、年金記録等から判断して、申立人は申立期間中も正社員としてＡ

株式会社に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたと考えられ

る旨の回答が得られた。 

 さらに、Ｂ株式会社は、Ａ株式会社Ｅ工場が厚生年金保険の適用事業所

となるに至った昭和 34 年 11 月１日より前の期間については、同社同工場

は操業準備期間に当たるため、申立人は、同社Ｃ工場に在籍しながら、同

社Ｅ工場の操業準備に従事していたものと考えられると回答している。 

  

  



                      

  

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ

株式会社Ｃ工場に在籍し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ工場

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 34 年８月の記録

から、8,000 円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ｂ株式会社は申立人に係る被保険者資格の喪失手続において、Ａ

株式会社に何らかの手続不備があった旨を認めていることから、事業主か

ら社会保険事務所（当時）へ申立てどおりの被保険者資格の喪失に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

34 年８月から同年 10 月までの期間の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入され

るべき保険料を充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 

 

 



                      

  

埼玉（長野）厚生年金 事案 7432（長野事案 408 及び 1216 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年６月５日から同年７月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ株式会社（Ｂ）における資格取得日に

係る記録を同年６月５日に、資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正

し、当該期間の標準報酬月額の記録を１万 4,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月５日から同年９月 24 日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間についてはＡ株式会社における

厚生年金保険の被保険者記録が無かった。当該期間は同社がＣ区からＤ

区へ移転した後の期間だが、自分は同社が移転した後も同社に勤務し、

次の株式会社Ｅには空白期間無く転職をしたので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人のＡ株式会社を退社した時期

を特定できないこと、申立人がＡ株式会社を退社後に勤務していたＦ株式

会社から提出された従業員カードでは、申立人のＡ株式会社における退社

月は昭和 36 年６月とされていること、株式会社ＥのＧ研究所の元従業員

の供述及び雇用保険の記録により、申立期間の一部は同社における試用期

間であった可能性が高いこと、及び申立人が申立期間において事業主によ

り給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないこと等の理由により、既に年金記録確認Ｈ地方

第三者委員会の決定に基づき平成 21 年 10 月 16 日付け及び 24 年５月８日

付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 



                      

今回、申立期間のうち、昭和 36 年６月５日から同年７月１日までの期

間について、申立人は、Ａ株式会社を退社後、株式会社ＥのＧ研究所に入

社するまで空白期間が無かったと主張しており、入社月については同年９

月ではなかったかもしれないと供述しているところ、株式会社ＥのＧ研究

所の元従業員の供述及び複数の元同僚の雇用保険の記録により、申立人は、

Ａ株式会社を退社した後、株式会社ＥのＧ研究所における厚生年金保険の

被保険者資格取得日（昭和 36 年９月 24 日）の２か月前の同年７月中に同

社に入社したと考えられる上、申立人から提出されたアルバムに「Ａ Ｋ．

Ｋ時代 昭 32.４～昭 36.７」と記載されていることから、申立人は、同

年７月に株式会社ＥのＧ研究所に入社するまで引き続きＡ株式会社に勤務

していたと考えられる。 

また、昭和 36 年８月にＡ株式会社で厚生年金保険の被保険者資格を取

得している元従業員４人のうち、一人は、「自分がＡ株式会社に入社して

間もなく申立人は同社を退社した。入社時の事業所の所在地は（同社が移

転した後の所在地である）Ｄ区だった。」と供述しているほか、複数の同

僚が、同社がＣ区からＤ区に移転した後も、申立人が同社に勤務していた

と供述している。 

さらに、申立人は、新たな資料として、移転後のＡ株式会社があった場

所を撮影した写真と所在地を示す手書きの地図を提出するので、再度、調

査をしてほしいと再申立てを行っているところ、既に建て替えられた建物

に残されている名称や地図に示された所在地は同社の社史の記載や同僚の

供述と合致している。 

なお、Ａ株式会社の移転に伴い、Ｃ区のＡ株式会社（Ｉ）からＤ区のＡ

株式会社（Ｂ）に異動した申立人を含む同社の従業員 68 人のうち、申立

人を除く 67 人が同事業所（Ｂ）において厚生年金保険の被保険者資格を

取得しているが、前述のとおり、複数の同僚が、申立人が同事業所（Ｂ）

に勤務していたと供述しており、申立人のみが同事業所（Ｂ）において被

保険者資格を取得していないことには不自然さがうかがえる。 

また、Ｆ株式会社から提出された従業員カードでは、申立人のＡ株式会

社における退社月は昭和 36 年６月とされているが、具体的な退職日につ

いては記載が無く、前述のアルバムに記載された同社における勤務期間や

複数の同僚の供述等を踏まえると、申立人は同年６月末日までは同社に勤

務していたと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年６月５日から同年７月１日までの

期間にＡ株式会社（Ｂ）に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の同

社における資格取得日に係る記録を同年６月５日に、資格喪失日に係る記

  



                      

  

録を同年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、Ａ株式

会社（Ｉ）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の同年５月の記録か

ら、１万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の

取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する

機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当

時）が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会

保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 36 年７月１日から同年９月 24 日までの期

間について、申立人が当該期間において、Ａ株式会社に勤務していた事実

を確認できる資料等は無い。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

埼玉厚生年金 事案 7433 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成 23 年９月 13 日付けで行われた申立人の年金記録に係

る苦情のあっせんについては、同日後に新たな事実が判明したことから、

申立期間⑥のうち、５年３月１日から同年４月１日までの期間については、

当該あっせんによらず、申立人の株式会社Ａにおける当該期間の資格取得

日に係る記録を同年３月１日、同資格喪失日に係る記録を同年４月１日に

訂正し、当該期間に係る標準報酬月額の記録を 24 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年８月 31 日から３年４月１日まで 

             ② 平成３年４月１日から同年５月１日まで 

             ③ 平成３年５月１日から同年６月１日まで 

             ④ 平成４年３月 31 日から同年 10 月８日まで 

             ⑤ 平成４年 10 月８日から同年 11 月１日まで 

             ⑥ 平成４年 11 月１日から５年４月１日まで 

平成元年６月１日から３年３月 31 日まで株式会社Ｂでプログラマー

として継続して勤務したが、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が確

認できない。 

また、平成３年４月１日に株式会社Ｂから株式会社Ａに移籍し、５年

４月１日までプログラマーとして継続して勤務したが、申立期間②、③、

④、⑤及び⑥の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されていた

ので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間⑥のうち、平成５年３月１日から同年４月１日までの

  



                      

期間については、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人

が株式会社Ａに継続して勤務していたことは認められるものの、当該期間

において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと等の理由により、既に

当委員会の決定に基づき 23 年９月 13 日付けで年金記録の訂正は必要では

ないとする通知が行われている。 

しかしながら、同僚から新たに提出された平成５年３月に係る給与支給

明細書によると、同僚は厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていることが確認できる。 

また、法人登記簿謄本によると、株式会社Ａは、会社設立が平成３年３

月６日で、適用事業所に該当しなくなった４年３月 31 日以後も法人とし

て存続しており、複数の元同僚が、「平成３年４月１日付けで、株式会社

Ｂの事業主が別に設立した株式会社Ａに移籍し、以後同社に継続して勤務

しており、移籍後の勤務内容及び給与形態等は移籍前と変化は無かっ

た。」と供述していることから、同社は、当該期間において適用事業所の

要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間⑥のうち、平成５年３

月１日から同年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、同僚から提出された給

与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額及びオンライン記

録の標準報酬月額から判断すると、24 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業所は平成４年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっている上、当時の事業主から照会に対する回答が無いため、当

時の状況について確認することができないが、上記のとおり、当該期間に

おいて、株式会社Ａは適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事

務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、当

該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  



                      

埼玉厚生年金 事案 7434 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成 23 年９月 13 日付けで行われた申立人の年金記録に係

る苦情のあっせんについては、同日後に新たな事実が判明したことから、

申立期間⑥のうち、５年３月１日から同年４月１日までの期間について、

当該あっせんによらず、申立人の株式会社Ａにおける当該期間の資格取得

日に係る記録を同年３月１日、同資格喪失日に係る記録を同年４月１日に

訂正し、当該期間に係る標準報酬月額の記録を 30 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年８月 31 日から３年４月１日まで 

            ② 平成３年４月１日から同年５月１日まで 

            ③ 平成３年５月１日から同年６月１日まで 

            ④ 平成４年３月 31 日から同年 10 月８日まで 

            ⑤ 平成４年 10 月８日から同年 11 月１日まで 

            ⑥ 平成４年 11 月１日から５年４月１日まで 

昭和 62 年９月１日から平成３年３月 31 日まで株式会社Ｂでプログラ

マーとして継続して勤務したが、申立期間①の厚生年金保険の加入記録

が確認できない。 

また、平成３年４月１日に株式会社Ｂから株式会社Ａに移籍し、５年

４月１日までプログラマーとして継続して勤務したが、申立期間②、③、

④、⑤及び⑥の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

全ての申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されていた

ので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間⑥のうち、平成５年３月１日から同年４月１日までの

  



                      

期間については、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人

が株式会社Ａに継続して勤務していたことは認められるものの、当該期間

において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと等の理由により、既に

当委員会の決定に基づき 23 年９月 13 日付けで年金記録の訂正は必要では

ないとする通知が行われている。 

しかしながら、同僚から新たに提出された平成５年３月に係る給与支給

明細書によると、同僚は厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていることが確認できる。 

また、法人登記簿謄本によると、株式会社Ａは、会社設立が平成３年３

月６日で、適用事業所に該当しなくなった４年３月 31 日以後も法人とし

て存続しており、複数の元同僚が、「平成３年４月１日付けで、株式会社

Ｂの事業主が別に設立した株式会社Ａに移籍し、以後同社に継続して勤務

しており、移籍後の勤務内容及び給与形態等は移籍前と変化は無かっ

た。」と供述していることから、同社は、当該期間において適用事業所の

要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間⑥のうち、平成５年３

月１日から同年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、同僚から提出された給

与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額及びオンライン記

録の標準報酬月額から判断すると、30 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業所は平成４年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっている上、当時の事業主から照会に対する回答が無いため、当

時の状況について確認することができないが、上記のとおり、当該期間に

おいて、株式会社Ａは適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事

務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、当

該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  



                      

  

埼玉（群馬）厚生年金 事案 7435 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年 11 月６日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 17 万円にすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月２日から同年 11 月６日まで 

  Ａ株式会社Ｃ事業部からＤ株式会社に出向中に、昭和 52 年 11 月６日

付けでＤ株式会社に移籍したが、同年 10 月２日から同年 11 月６日まで

の期間について厚生年金保険の加入記録に空白がある。申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の回答及び同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係る

関連事業所に継続して勤務し（Ａ株式会社からＤ株式会社に移籍）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、移籍日については、申立人は、勤務場所と仕事の内容は変わらな

かったと供述しているところ、Ｄ株式会社における申立人に係る従業員名

簿によると、「49.12 から 52.10 まで ＡよりＤ出向、52.11.６ 採用」の

記載があることから、申立人に係るＡ株式会社における資格喪失日を昭和

52 年 11 月６日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 52 年９月の記録から 17 万円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



                      

  

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7436 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株

式会社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 48 年 12 月 25 日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 12 月 25 日から 49 年１月１日まで 

 Ｃ株式会社から株式会社Ｂには継続して勤務したにもかかわらず、昭

和 48 年 12 月 25 日から 49 年１月１日まで厚生年金保険の加入記録に空

白がある。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ｂから提出された人事異動通知及び雇用保険の加入記録から判

断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和

48 年 12 月 25 日にＣ株式会社から株式会社Ａに異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 49 年１月の記録から、11 万

8,000 円とすることが妥当である。 

一方、事業所名簿によると、株式会社Ａは、昭和 49 年１月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間においては同保険の適用事

業所となっていないものの、同社は法人事業所であり、上記の人事異動通

知によると、５人以上の従業員が常時勤務していたことが確認できること

から、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、申立期間にお

いて、株式会社Ａは厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていながら、

社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていないことから、事業主は、

当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

 

埼玉厚生年金 事案 7437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）における資格取得日に係る記録を昭和 35 年 12 月 20 日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 7,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年 12 月 20 日から 36 年１月１日まで 

国の記録によれば、申立期間について被保険者記録が欠落しているが、

当該期間は、Ｃ株式会社からＡ株式会社へ異動しただけであり、申立期

間についても継続してＡ株式会社に勤務していた。第三者委員会で調査

の上、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 同僚の給与明細書及び証言から判断すると、申立人は、Ａ株式会社及び

関連会社のＣ株式会社に継続して勤務し（昭和 35 年 12 月 20 日にＣ株式

会社からＡ株式会社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 36 年１月の事業所別被保険者名簿の記録から、７,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

 



                      

  

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7438 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められるこ

とから、申立期間①の標準賞与額に係る記録を 50 万 4,000 円、申立期間

②の標準賞与額に係る記録を 55 万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立期間①及び②に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 20 日 

           ② 平成 19 年 12 月 10 日 

  平成 16 年から 21 年まで株式会社Ａに勤務し、19 年７月及び同年 12

月に賞与を支給されたと思うが、当該賞与に係る厚生年金保険の標準

賞与額の記録が無いので、訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、株式会社Ａから提出された賞与額一覧、賞与明細

票及びＢ銀行Ｃ支店から提出された申立人に係る取引明細表によると、申

立人は、平成 19 年７月 20 日に株式会社Ａから賞与を支給され、その主張

する標準賞与額（50 万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

申立期間②について、上記の賞与額一覧、賞与明細票及び取引明細表に

よると、申立人は、平成 19 年 12 月 10 日に株式会社Ａから賞与を支給さ

れ、その主張する標準賞与額（55 万 2,000 円）に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、上記の賞与額一覧及び賞与明細票において確認できる賞与額及び

厚生年金保険料控除額から、申立期間①の標準賞与額については 50 万

4,000 円、申立期間②の標準賞与額については 55 万 2,000 円とすること

が妥当である。 



                      

  

なお、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務

所（当時）に提出していないとしていることから、社会保険事務所は当該

期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

 

埼玉厚生年金 事案 7439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和36年９月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和18年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年８月31日から同年９月１日まで 

年金事務所から、Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間は

厚生年金保険の被保険者になっていないと言われたが、同社には継続し

て勤務しており、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立

期間を被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、当時、Ａ株式会社に勤務していたとして申立人が名

前を挙げた２人を含む同僚７人に照会したところ、その全員が会社及び工

場の移転に伴って60人くらいの従業員が異動したが、勤務は継続しており、

申立人も継続して勤務していた旨を回答している上、現在の事業主は、申

立期間は会社がＣ区からＤ区に移転した時期で、当時の従業員全員の厚生

年金保険の被保険者資格の記録が欠落しており、当時の担当者が事業所が

適用事業所でなくなった日を誤って届け出たと考えられるため、申立人は

継続して勤務していたと考えていると供述していることから、申立期間に

おいて申立人が申立事業所に勤務していたと認められる。 

また、上記の同僚全員が、申立期間において厚生年金保険料を給与から

控除されていたとし、申立人も同じように控除されていたと思う旨回答し

ている上、現在の事業主は、被保険者資格の記録の欠落は当時の担当者の

届出誤りによるものと考えられ、従業員との雇用関係等は変わらないため、

 



                      

  

申立期間に係る申立人の保険料も控除していたと考えていると供述してい

る。 

 なお、上記の同僚全員が、Ａ株式会社では、当時、物（Ｅ製品）の製造

を行っており、60人くらいの従業員が勤務していたと供述していることか

ら、申立期間における同社は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所

の要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立人の申立期間の標準報酬月額は、申立人に係るＡ株式会社に

おける昭和36年７月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録

から、１万円とすることが妥当である。 

 なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、現在の事業主が、Ａ株式会社の厚生年金保険の適用事業所では

なくなった日を誤って社会保険事務所（当時）に届け出たと考えられると

していることから、社会保険事務所では、申立人の申立期間に係る保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7440 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 35 年７月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を 1 万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から同年 10 月１日まで 

昭和 34 年１月にＣ株式会社に入社してから同社の関連会社であるＡ

株式会社を 39 年５月に退職するまで継続して勤務していたにもかかわ

らず、申立期間における厚生年金保険の記録が無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ｃ株式会社又はＡ株式会社において勤務していた同僚

24 人に照会し回答を得た 17 人のうち、２人の同僚は、申立人は申立期間

に正社員として勤務し調理の業務に就いていたとしており、このうちの一

人は、申立人はＡ株式会社に勤務していたと供述していることから、申立

人は昭和 35 年７月１日からＡ株式会社に継続して勤務していたと推認で

きる。 

また、申立期間にＡ株式会社で申立人と同一の勤務形態及び業務に就い

ていたとしている同僚は、Ｃ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿では昭和 35 年７月１日に同社において資格喪失し、Ａ株式会社に

係る事業所別被保険者名簿では同年 10 月１日に同社において資格取得し

た記録となっているが、当該同僚が所持していた給料支払明細書によると、

申立期間当時、Ａ株式会社において給与が支給され、厚生年金保険料が給

与から控除されていることが確認できる。 



                      

  

なお、Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本により、同社は昭和 35 年６月

３日に法人登記がなされ、申立期間当時法人であることが確認できる上、

同社に勤務していた複数の同僚は、申立期間当時、同社に勤務していた従

業員は 50 人以上いたとしていることから、申立期間において同社は当時

の厚生年金保険法に定める適用要件を満たしていたものと判断される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間においてＡ株式会社に勤務し、厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の同僚が所持していた

給料支払明細書の控除額がＣ株式会社における資格喪失時の標準報酬月額

と一致していることから、申立人のＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保

険事業所別被保険者名簿の昭和 35 年６月の記録から、１万 2,000 円とす

ることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間において適用事業所に該当する事

業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用事業所の届出を行って

いなかったと認められることから、事業主は申立人の申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉（長野）厚生年金 事案 7441 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 35 年７月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から同年 10 月１日まで 

昭和 35 年１月にＣ株式会社に入社してから同社の関連会社であるＡ

株式会社を 39 年３月に退職するまで継続して勤務していたにもかかわ

らず、申立期間における厚生年金保険の記録が無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ｃ株式会社又はＡ株式会社において勤務していた同僚

17 人に照会し回答を得た 11 人のうち、２人の同僚は、申立人は申立期間

に正社員として勤務し調理の業務に就いていたとしており、別の２人の同

僚は、昭和 35 年７月にＡ株式会社が設立されＣ株式会社Ｄ支店に勤務し

ていた従業員の所属は同社Ｄ支店からＡ株式会社になったとしていること

から、申立人は昭和 35 年７月１日からＡ株式会社に継続して勤務してい

たと推認できる。 

また、申立期間にＡ株式会社で申立人と同一の勤務形態及び業務に就い

ていたとしている同僚は、Ｃ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿では昭和 35 年７月１日に同社において資格喪失し、Ａ株式会社に

係る事業所別被保険者名簿では同年 10 月１日に同社において資格取得し

た記録となっているが、当該同僚が所持していた給料支払明細書によると、

申立期間当時、Ａ株式会社において給与が支給され、厚生年金保険料が給



                      

  

与から控除されていることが確認できる。 

なお、Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本により、同社は昭和 35 年６月

３日に法人登記がなされ、申立期間当時法人であることが確認できる上、

同社に勤務していた複数の同僚は、申立期間当時、同社に勤務していた従

業員は 50 人以上いたとしていることから、申立期間において同社は当時

の厚生年金保険法に定める適用要件を満たしていたものと判断される。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間においてＡ株式会社に勤務し、厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の同僚が所持していた

給料支払明細書の控除額がＣ株式会社における資格喪失時の標準報酬月額

と一致していることから、申立人のＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保

険事業所別被保険者名簿の昭和 35 年６月の記録から、1 万円とすること

が必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間において適用事業所に該当する事

業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用事業所の届出を行って

いなかったと認められることから、事業主は申立人の申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉（長野）厚生年金 事案 7442 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を平成 13 年４月から 14 年９月までは 38 万円、同年 10 月から 15

年３月までは 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年４月１日から 15 年４月１日まで 

  株式会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円と

なっているが、当時の給与は 32 万円以上であったので、標準報酬月額

の記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成 13 年４月から 14 年９月までは 38 万円、同年 10 月から 15 年３

月までは 32 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年金保険の

適用事業所でなくなった日（平成 15 年４月 22 日）より後の同年４月 30

日付けで 13 年４月１日に遡って９万 8,000 円に引き下げられていること

が確認できる。 

 また、申立人は、申立期間当時、株式会社Ａの取締役であったが、同社

の当時の事業主は、「申立人は生産技術部長であり社会保険事務に関与し

ておらず、標準報酬月額の引下げについて説明は行っていない。」と供述

しており、当時の同僚８人に照会し回答を得た３人のうち、２人の同僚も

同様の供述をしていることから、申立人は当該遡及訂正処理に関与してい

なかったものと考えられる。 

 これらの事実を総合的に判断すると、平成 15 年４月 30 日付けで行われ

た標準報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保

険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂

  



                      

  

正があったとは認められないことから、申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、平成 13 年４月から 14

年９月までは 38 万円、同年 10 月から 15 年３月までは 32 万円に訂正する

ことが必要である。 

 



                      

 

埼玉（長野）厚生年金 事案 7444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 39 年 12 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 16 日から 40 年２月１日まで 

  昭和 37 年３月６日からＢ株式会社に勤務し、39 年 12 月 16 日付けで

グループ会社であるＡ株式会社へ期間を空けずに異動したにもかかわら

ず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、被保

険者期間として認めてほしい。 

  、

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同日付けでＢ株式会社からＡ株式会社に異動した元同僚が提出

した辞令書、給与明細書及び複数の同僚の供述から、申立人が申立てに係

るグループ会社に継続して勤務し（昭和 39 年 12 月 16 日にＢ株式会社か

らＡ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万

4,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ株式会社は、昭和

40 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間にお

いて適用事業所としての記録は確認できないが、商業登記簿謄本により、

同社は、39 年 12 月 16 日に設立されたことが確認できるとともに、複数

の元同僚が、「申立期間当時、ＣとＤの営業所を合わせると 30 数人が勤

 

  



                      

  

務していた。」と供述していることから、同社は、申立期間において当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断さ

れる。    

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

 

 



                      

 

埼玉（群馬）厚生年金 事案 7445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 39 年 12 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 16 日から 40 年２月１日まで 

  昭和 34 年２月 21 日からＢ株式会社に勤務し、39 年 12 月 16 日付け

で、グループ会社であるＡ株式会社へ期間を空けずに異動したにもかか

わらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、

被保険者期間として認めてほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録、申立人と同日付けでＢ株式会社からＡ株

式会社に異動した元同僚が提出した辞令書及び給与明細書並びに複数の同

僚の供述から、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭

和 39 年 12 月 16 日にＢ株式会社からＡ株式会社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、３万

6,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ株式会社は、昭和

40 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間にお

いて適用事業所としての記録は確認できないが、商業登記簿謄本により、

同社は、39 年 12 月 16 日に設立されたことが確認できるとともに、複数

 

  



                      

  

の元同僚が、「申立期間当時、ＣとＤの営業所を合わせると 30 数人が勤

務していた。」と供述していることから、同社は、申立期間において当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断さ

れる。    

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉（長野）厚生年金 事案 7446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 39 年 12 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 16 日から 40 年２月１日まで 

  昭和 35 年３月 15 日からＢ株式会社に勤務し、39 年 12 月 16 日付け

で、グループ会社であるＡ株式会社へ期間を空けずに異動したにもかか

わらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、

被保険者期間として認めてほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を 

    求めて行ったものである。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録、申立人と同日付けでＢ株式会社からＡ株

式会社に異動した元同僚が提出した辞令書及び給与明細書並びに複数の同

僚の供述から、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭

和 39 年 12 月 16 日にＢ株式会社からＡ株式会社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万

8,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ株式会社は、昭和

40 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間にお

  



                      

  

いて適用事業所としての記録は確認できないが、商業登記簿謄本により、

同社は、39 年 12 月 16 日に設立されたことが確認できるとともに、複数

の元同僚が、「申立期間当時、ＣとＤの営業所を合わせると 30 数人が勤

務していた。」と供述していることから、同社は、申立期間において当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断さ

れる。    

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

 



                      

 

埼玉（長野）厚生年金 事案 7447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 39 年 12 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を２万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月 16 日から 40 年２月１日まで 

  昭和 38 年９月 18 日からＢ株式会社に勤務し、39 年 12 月 16 日付け

で、グループ会社であるＡ株式会社へ期間を空けずに異動したにもかか

わらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、

被保険者期間として認めてほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録、申立人と同日付けでＢ株式会社からＡ株

式会社に異動した元同僚が提出した辞令書及び給与明細書並びに複数の同

僚の供述から、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭

和 39 年 12 月 16 日にＢ株式会社からＡ株式会社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 40 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万

2,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ株式会社は、昭和

40 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間にお

いて適用事業所としての記録は確認できないが、商業登記簿謄本により、

同社は、39 年 12 月 16 日に設立されたことが確認できるとともに、複数

 

  



                      

  

の元同僚が、「申立期間当時、ＣとＤの営業所を合わせると 30 数人が勤

務していた。」と供述していることから、同社は、申立期間において当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断さ

れる。    

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を申立期間①は３万 5,000 円に、申立期間②は 26

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年４月 30 日 

           ② 平成 16 年４月 30 日 

株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）における厚生年金保険の被保険者

期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無いことが分かった。同社

は社会保険事務所（当時）に後日届出を行ったものの、保険料は時効に

より納付できず、申立期間は給付に反映されない記録となっているので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した特別賞与明細書及び預金通帳により、申立人は、申立

期間において株式会社Ａから賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ



                      

  

ととなる。    

したがって、申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、平成

14 年度特別賞与明細書で確認できる賞与額から３万 5,000 円に、申立期

間②に係る標準賞与額については、平成 15 年度特別賞与明細書で確認で

きる厚生年金保険料控除額から 26 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る賞与の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を申立期間①は 66 万円に、申立期間②は 69 万

4,000 円に、申立期間③は 145 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年４月 30 日 

           ② 平成 16 年４月 30 日 

           ③ 平成 17 年４月 30 日 

株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）における厚生年金保険の被保険者

期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無いことが分かった。同社

は社会保険事務所（当時）に後日届出を行ったものの、保険料は時効に

より納付できず、申立期間は給付に反映されない記録となっているので

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

  

  

、

     

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂから提出された申立期間に係る特別賞与明細書により、申立

人は、申立期間において株式会社Ａから賞与の支払を受け、当該賞与に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



                      

  

れる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、平成

14 年度特別賞与明細書で確認できる賞与額から 66 万円に、申立期間②に

係る標準賞与額については、平成 15 年度特別賞与明細書で確認できる厚

生年金保険料控除額から 69 万 4,000 円に、申立期間③については、平成

16 年度特別賞与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額から 145 万

6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は納付していないことを認めており、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後に、申立人に係る賞与の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7454 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 12 年６月及び同年７月について 17 万円に訂正することが必要で

ある。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年４月６日から同年 11 月１日まで 

Ａ株式会社に勤務した申立期間について、ねんきん定期便の厚生年金

保険の保険料納付額と当時の給与明細書の保険料控除額が違うので、調

査して正しい記録にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、申立人の申立期間のうち平成 12 年６月及び同年７月に係

る標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細書において確

認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額から、17 万円に訂

正することが妥当である。 

 一方、申立期間のうち平成 12 年４月及び同年５月並びに同年８月から

同年 10 月までの期間については、給与明細書において確認できる報酬月

  



                      

  

額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録における標準報酬月額を超え

ないことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

なお、事業主が申立人の申立期間のうち平成 12 年６月及び同年７月に

係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否かについては、事業主は不

明としており、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

 



                      

  

埼玉（栃木）厚生年金 事案 7456 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格取得日に係る記録を昭和 39 年５月 21 日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月 21 日から同年８月１日まで 

昭和 35 年３月７日にＣ株式会社に入社し、41 年４月まで勤務してい

た。途中に株式会社ＤとＣ株式会社が新会社のＡ株式会社を設立したた

め、同社に出向し、退職まで継続して勤務をしていたのにもかかわらず、

昭和 39 年５月 21 日から同年８月１日までの期間が被保険者期間となっ

ていない。厚生年金保険料も控除されていたので、調査をして申立期間

の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、複数の同僚の供述及び申立人と同日付けでＣ株式会社

からＡ株式会社に異動した元同僚が提出した給与明細書により、申立人が

申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 39 年５月 21 日にＣ株

式会社からＡ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 39 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、１万

8,000 円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ株式会社は申立期間



                      

  

後の昭和 39 年８月１日に適用事業所となっており、申立期間においては

適用事業所としての記録が無い。しかし、商業登記簿によれば、申立期間

においてＡ株式会社は法人であったことが確認できるところ、申立人は、

昭和 39 年５月に同社が設立されたときには当時 30 数名くらいの社員がい

たと証言しており、社会保険事務所の記録でも、同社の新規適用時には

31 名の厚生年金保険被保険者資格の取得記録が確認できることから、同

社は、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要

件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）における資格取得日に係る記録を昭和 47 年７月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないものと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月１日から同年８月１日まで 

  Ｃ株式会社及びＡ株式会社に勤務した期間のうち、申立期間が被保険

者期間となっていない。申立期間はＡ株式会社に継続して勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及びＢ株式会社から提出された申立人の従業員

名簿から、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭和 47

年７月１日にＣ株式会社からＡ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 47 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、８万

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、Ｄ厚生年金基金及びＥ健康保険組

合の加入員記録における加入日が昭和 47 年８月１日となっており、同厚

生年金基金、同健康保険組合及び社会保険事務所（当時）がいずれも誤っ

て同じ加入日及び資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る



                      

  

同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないものと

認められる。 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5111 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から平成元年８月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年４月から平成元年８月まで 

私は、大学を卒業後、就職が決まらず無職だったため、昭和 62 年４

月頃に母がＡ市役所に行って、自分の国民年金の加入手続をしてくれ、

保険料も家族分と一緒に納付してくれていたはずである。申立期間が未

納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は昭和 62 年４月頃に母がＡ市役所に行き、

申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料も家族分と一緒に納付してく

れていたとしている。しかしながら、申立人の国民年金の加入手続及び保

険料を納付したとするその母は、当時の加入手続及び納付状況に関する記

憶は明確でない上、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付につ

いて関与していないことから、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

資格取得時期から平成４年６月頃に払い出されたと推認され、当該記号番

号が払い出された時点では、申立期間の保険料は時効により納付すること

ができない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等によ

り調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5112 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年３月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月から 51 年３月まで 

私は、昭和 48 年２月にＡ市役所Ｂ支所にて転入届を提出したところ、

同年３月に同市役所から国民年金保険料の納付書が送付されてきたので、

私と妻が同市役所Ｂ支所及びＣ信用金庫（現在は、Ｄ信用金庫）のＥ支

店から毎月納付した。 

保険料額については、初年は月額 500 円から 600 円程度、翌年は月額

800 円から 900 円程度、翌々年は月額 1,000 円から 1,100 円程度だった

と思う。 

それにもかかわらず、申立期間の保険料が未納となっているので、よ

く調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年２月にＡ市役所Ｂ支所にて転入届を提出したとこ

ろ、同年３月に同市役所から国民年金保険料の納付書が送付されてきたの

で、申立人と妻が同市役所Ｂ支所及びＣ信用金庫のＥ支店から毎月納付し

たとしているが、国民年金の加入手続に関する記憶が明確でなく、これら

の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 51 年 10 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち、48 年３月から 49 年６月までの保険料は、制

度上、時効により納付することができない。一方、申立期間のうち、49

年７月から 51 年３月までの保険料は納付することが可能であるが、申立

人は、保険料を遡って納付した記憶はないとしている上、当委員会におい

てオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳



 

  

記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料について、具体的な金額を挙げて

毎月納付していたと主張しているが、申立期間当時の保険料納付方法は、

年４回に分けて、３か月分ずつ納付するものとされていることから、申立

期間の保険料を毎月納付したとする申立人の主張は、当時の取扱いと一致

しない。 

加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

 

埼玉国民年金 事案 5113 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年８月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年８月から 59 年３月まで 

申立期間について、私は、職場を退職した昭和 57 年８月頃にＡ市役

所（現在は、Ｂ市Ａ区役所）にて国民年金の加入手続を行い、保険料を

Ａ市役所及び市内の金融機関で納付した。保険料の納付が遅れたため、

何回かに分けてまとめて払った記憶があるが、納付した回数及び保険料

の総額などは覚えていない。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、昭和 57 年８月頃にＡ市役所で国民年金

の加入手続を行い、保険料の納付が遅れたので、何回かに分けて保険料を

納付した記憶があるとしている。しかしながら、納付した回数及び納付し

た保険料の総額などの記憶は無いとしており、保険料の納付状況が不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 59 年４月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間は遡って保険料を納付することができる期間であるもの

の、申立人は、大きな金額をまとめて納付した記憶は無いと申述しており、

納付状況は不明である。 

さらに、Ｂ市保管の申立人の被保険者名簿によると、昭和 59 年度の保

険料は過年度納付により納付されていることが確認できる上、オンライン

記録によると、61 年９月 12 日に申立期間直後の 59 年７月から 60 年３月

までの期間の保険料が重複納付され、還付されていることが確認できるが、

その時点（61 年９月 12 日）では、申立期間は時効により保険料を納付で

 



 

  

きない上、当該重複納付した保険料についても時効により申立期間の保険

料には充当できないことから還付処理されたと考えられ、申立人はこれら

の過年度納付及び重複納付と申立期間の保険料納付を混同している可能性

も否定できない。 

加えて、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらず、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉（長野）国民年金 事案 5114 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 10 月から 60 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 10 月から 60 年３月まで 

申立期間について、私は、昭和 57 年９月にＡ区の勤務先に就職する

ため転居し、同年同月 30 日にＡ区役所にて国民年金の住所変更手続を

行った。国民年金手帳の住所欄には 57 年９月 30 日に住所を変更した記

載があることから、国民年金保険料を納めていたと思う。 

また、申立期間当時、自分が国民年金保険料をどのように納付したか

よく覚えていないので、勤務先の給与から保険料を引かれ、勤務先が保

険料を納付してくれていたか、あるいは、勤務先には従業員が 20 人ほ

どいたので勤務先の厚生年金保険に加入していたかもしれない。 

さらに、私がＡ区からＣ県Ｄ市の実家に戻った昭和 60 年から 61 年頃

に、父が私の国民年金保険料が未納となっていることを知り、「こんな

ことをしていてはだめだ。」と言われ、遡って保険料を納付してくれた

記憶もある。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間について、申立人は、昭和 57 年９月 30 日にＡ区で住所変更の

手続を行い、保険料を納付したとしているものの、保険料の納付場所及び

納付方法等について具体的な記憶は無いとしている上、勤務先の給与から

保険料を引かれていたか、勤務先の厚生年金保険に加入していた可能性が

あるとしている。しかしながら、勤務先の現在の経営者は「申立期間当時

給与から国民年金保険料を引いていた事実は無い。」とし、「厚生年金保

険の加入については加入していない。」と否定していることから、納付状

況は不明である。 



 

  

  また、Ｄ市役所保管の申立人の被保険者名簿によると、昭和 62 年６月

25 日に 60 年４月から 62 年３月まで遡って保険料を納付した記録がある

ものの、その時点では、申立期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間である。 

さらに、申立人がＤ市の実家に戻ったのは昭和 60 年から 61 年頃として

おり、この頃にその父が申立期間の保険料を納付した可能性もあるとして

いるが、保険料を納付したとするその父は既に他界しているため証言を得

られない上、申立人が所持する年金手帳のＡ区からＤ市への転入日、申立

人のＥ市の戸籍の附票及びＤ市保管の申立人の被保険者名簿の異動日は

62 年４月 14 日となっており、申立人が主張するその父親による納付は上

記同年６月 25 日の納付であったと考えるのが自然である。 

加えて、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、

申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

 

埼玉国民年金 事案 5115（事案 4338、4736 及び 4995 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 12 月から３年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12 月から３年６月まで 

いつかは分からないが冬に、Ａ市役所の国民年金に係る窓口で、父と

母が私の国民年金の加入手続を行い、母が同窓口で遡って保険料を納付

したのに、申立期間が未納になっていることに納得できない。過去３回

の通知文は、いずれも納得できる説明をしていないので、４回目の申立

てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、その父母がＡ市役所の国民年金に係る窓口で自分の国民年

金の加入手続を行い、母が申立期間に係る保険料を同窓口で納付したと

しているが、当初から３回目までの申立てについては、申立人の国民年

金手帳記号番号は平成５年７月頃に払い出されたと推認され、オンライ

ン記録によると、同年８月 23 日に申立期間直後の３年７月から５年３

月までの期間の保険料が過年度納付されていることが確認できることか

ら、この納付時点からすると、申立期間は時効により保険料を納付する

ことができない期間であること、オンライン記録で氏名検索を行ったが、

申立人に申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらないこと、申立人の母が一回で納付したと申述する過年度保

険料を含む国民年金保険料の納付金額（約 58 万円）と申立期間の保険

料、過年度納付された保険料（収納年月日：５年８月 23 日）、及び前

述の過年度保険料と収納年月日が近い現年度納付された保険料（収納年

月日：同年８月 26 日）の合計額とに相違が見受けられるなどとして、

既に当委員会の決定に基づく 23 年７月 20 日付け、24 年２月 22 日付け

及び同年９月 12 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

 



 

  

れている。 

２ 今回、申立人からは新たな証拠及び資料等の提出は無く、このほか、

３回目の申立てにおいては、申立人の加入手続及び保険料納付を行った

その父母に口頭意見陳述を実施し、申立期間に係る保険料の納付等を裏

付ける事情を酌み取ろうとしたが、新たな証拠及び証言は得られず、４

回目の申立てについても当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉（群馬）国民年金 事案 5116 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年 12 月から 63 年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年 12 月から 63 年２月まで 

 私は、会社を退職した昭和 62 年 12 月頃に国民年金保険料の納付に係

る請求書が届いたので、Ａ郵便局にそれを持参して現金で５万円ほどを

一括納付した。申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金保険料については、会社を退職した

昭和 62 年 12 月頃に保険料の納付に係る請求書が届いたので、Ａ郵便局に

それを持参して５万円ほどを現金で一括納付したとしているが、国民年金

の加入手続については、それを行った時期及びその場所等に関して具体的

な記憶が無く、申立人の国民年金の加入状況が不明である。 

 また、申立人の所持する年金手帳の初めて被保険者となった日には「平

成３年６月 20 日」、Ｂ市の国民年金被保険者名簿には「３．６．20 新規

取得」と記載されており、これらは、オンライン記録と同じ記録であるこ

とから、申立期間は、国民年金の未加入期間と推認され、制度上保険料を

納付することはできない期間である上、当委員会において、オンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

 さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、平成５年４月頃払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

り、３年６月から５年３月までの期間は遡って納付することが可能な期間

  

  



 

  

であるところ、オンライン記録によると、３年６月から４年３月までの期

間は５年７月８日に９万円を過年度納付（なお、平成４年４月から５年３

月までの期間は５年 12 月６日に 11 万 6,400 円を過年度納付）しているこ

とから、申立人は、このことと申立期間の保険料を納付したこととを混同

している可能性も否定できない。 

 加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



 

  

埼玉国民年金 事案 5117 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から 60 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月から 60 年３月まで 

私は、昭和 55 年６月頃、Ａ村（現在は、Ｂ市）役場で国民年金の加

入手続を行い、60 年春頃まで国民年金保険料を毎月役場へ直接納付し

ていた。年金手帳番号は違う番号があったと記憶しており、納付した金

額は１か月に１万円弱程度だったと記憶している。申立期間の国民年金

保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年６月頃にＡ村役場に行って国民年金の加入手続を

行い、年金手帳の交付を受け国民年金保険料を毎月役場へ直接納付してい

たとしているが、申立人からは具体的な証言が得られず、加入手続及び保

険料の納付状況が明確ではないため、これらの状況が不明である。 

また、申立人は、基礎年金番号での国民年金加入であり、申立人の基礎

年金番号は、平成 18 年２月 15 日に初めて付番されており、当該基礎年金

番号が付番されるまで、申立期間は国民年金の未加入期間であったと推認

され、制度上保険料を納付することができない期間である上、当委員会に

おいてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 5118 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

私がＡ県からＢ県の実家に戻った昭和 38 年４月頃に、当時同居して

いた兄が「年を取ってから、みんなが年金をもらえるのに一人だけもら

えないのは寂しいから。」といって、Ｃ町（現在は、Ｄ町）役場におい

て、私の国民年金の加入手続を行い、それまで未納となっていた国民年

金保険料を遡って一括納付してくれたので、申立期間の国民年金保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その兄が昭和 38 年４月頃に申立人の国民年金の加入手続を

行い、それまで未納となっていた申立期間の国民年金保険料を一括納付し

てくれたとしているが、その兄は、高齢であるため事情を聴取することが

できず、申立人自身は加入手続及び保険料納付に関与していないため、こ

れらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 39 年５月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

 

埼玉国民年金 事案 5119 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から 56 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月から 56 年４月まで 

 私の母は、私が婚姻した昭和 53 年３月以前に、Ａ区（住民登録は実

家のＢ県Ｃ市）に住み大学生であった私の国民年金の加入手続を行った。

 私が昭和 53 年３月にＤ県Ｅ市に、同年 11 月にＤ県Ｆ市に転居した際

は、私自身が国民年金の手続を行った。 

 申立期間の国民年金保険料は、婚姻前の期間については母が納付し、

婚姻後の期間は私自身が、私の住まいの近くの郵便局及び銀行で母の仕

送りによるお金で納付した。 

 申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

   

 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の母は、私が婚姻した昭和 53 年３月以前に、私の国民

年金の加入手続を行った。」と申述しているが、加入手続及び申立人が婚

姻するまでの保険料を納付したとするその母は既に他界しており、申立人

自身は加入手続に直接関与しておらず、これらの状況が不明である。 

また、「昭和 53 年３月にＤ県Ｅ市に、同年 11 月にＤ県Ｆ市に転居した

際は、私自身が国民年金の手続を行い、郵便局及び銀行で保険料を納付し

た。」とも申述しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 56 年５月頃払い出されたと推

認され、Ｇ市の国民年金被保険者名簿に同年５月 21 日に任意加入したこ

とが記載されていることから、同日に任意加入したと確認でき、申立期間

のうち、48 年３月から 53 年３月までの期間は申立人は学生であり、同年

４月から 56 年４月までの期間はその妻が被用者年金に加入していること

から、申立期間は任意加入の未加入期間であり、制度上、保険料を納付で

 



 

  

きない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立期間は 98 か月と長期間である上、申立人が国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。    

 



 

  

埼玉国民年金 事案 5120（事案 3556 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年 10 月から 62 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年 10 月から 62 年３月まで 

  私は、国民年金に加入したのは 20 歳になってすぐではなかったが、

親の勧めもあり、自分でＡ市役所に行って加入手続をした。申立期間当

時は、Ｂ信用金庫（現在は、Ｃ信用金庫）Ｄ支店の職員が毎月自宅に集

金に来ていたので、母の預金などと一緒に市役所から送られてきた納付

書に現金を添えて預けていた。後日、自宅で領収書を受け取ったことを

覚えている。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、国民年金の加入手続についての申立

人の記憶が曖昧であること、また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭

和 62 年 12 月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間の国

民年金保険料は遡って納付することとなるが、申立人は遡って保険料を納

付した覚えはないとしている上、当委員会においてオンラインの氏名検索

等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらない等として、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年９

月１日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 申立人は、今回、新たな資料は無いが、当委員会の決定に納得できない

として再申立てを行っていることから、当委員会において再度申立内容を

調査したが、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる新

たな周辺事情は見当たらない上、申立人から納付を裏付ける具体的な証言

も得られず、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

  



 

埼玉厚生年金 事案 7443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年７月 31 日から同年８月１日まで 

 Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に昭和 56 年４月６日から同年７

月 31 日まで勤務したが、同社での厚生年金保険の被保険者資格喪失日

が同年７月 31 日となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、申立人提出の雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書

では、Ａ株式会社における申立人の離職日は昭和 56 年７月 31 日と記載さ

れていることから、同社に同年７月 31 日まで勤務し、同年７月は厚生年

金保険に加入していたと思うとしている。 

しかしながら、Ａ株式会社の事業主は、申立人に係る人事記録、労働者

名簿、賃金台帳等の関連資料は保存しておらず、同社における申立人の勤

務実態及び申立期間に係る給与からの厚生年金保険料の控除については不

明としているほか、申立期間当時同社に勤務していた同僚 10 人に照会し

回答を得られた６人の同僚は、申立人を記憶しておらず、申立人の申立期

間に係る保険料控除についても供述は得られなかった。 

また、Ｃ基金の加入員台帳によると、申立人は昭和 56 年７月 31 日に資

格喪失と記載されており、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿の資格

喪失日と一致している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

 



  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 18 年２月 

勤務していた株式会社Ａから、平成 18 年２月に賞与を支給されたが、

賞与記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市から提出された申立人に係る給与支払報告書（個人別明細書）に記

載された社会保険料等の金額は、申立人のオンライン記録により算出した

平成 18 年１月から 12 月までの標準報酬月額に基づく社会保険料額と同年

４月、７月及び 12 月の標準賞与額に基づく社会保険料額との合算額にお

おむね一致している。 

また、株式会社Ａは既に解散しており、申立期間当時の事業主に照会し

ても、関係資料は保存されておらず、申立人も賞与明細書等の賞与が支給

されたことを確認できる資料を保存していないことから、申立てに係る賞

与の支給及び賞与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  平成 18 年２月    

勤務していた株式会社Ａから、平成 18 年２月に賞与を支給されたが、

賞与記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ税務署から提出された申立人に係る平成 18 年分の所得税の確定申告

書に添付された給与所得の源泉徴収票によると、給与から控除された社会

保険料の額は、オンライン記録から算出した 18 年１月から７月までの標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料額、健康保険料額及び雇用保険料額と

同年４月及び７月の標準賞与額に基づく厚生年金保険料額、健康保険料額

及び雇用保険料額との合算額におおむね一致している。 

また、株式会社Ａは既に解散しており、申立期間当時の事業主に照会し

ても、関連資料は保存しておらず、申立人も賞与明細書等の賞与が支給さ

れたことを確認できる資料を保存していないことから、申立てに係る賞与

の支給及び賞与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7452 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  平成 18 年２月    

勤務していた株式会社Ａから、平成 18 年２月に賞与を支給されたが、

賞与記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 18 年において、申立人の標準賞与額の記録が確認できる４月、７

月及び 12 月については、株式会社Ｂ銀行から提出された申立人に係る普

通預金元帳により、賞与の振込みが認められるが、同年２月については、

給与の振込みは確認できるものの、賞与の振込みは確認できない。 

また、申立人は、賞与明細書等の賞与が支給されたことが確認できる資

料を保管しておらず、株式会社Ａは既に解散しており、申立期間当時の事

業主に照会しても、関係資料は保存されておらず、申立てに係る賞与の支

給及び賞与からの厚生年金保険料の控除について不明と回答している。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月 30 日から同年６月１日まで 

昭和 53 年４月にＡ株式会社Ｂ工場に入社し、同年５月 31 日に同社を

退職したのに、申立期間は、厚生年金保険の被保険者期間となっていな

い。同年５月分の給与明細書で、厚生年金保険料を控除されていること

が確認できるので、申立期間を被保険者期間と認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する昭和 53 年４月分及び同年５月分の給与明細書により、

厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

 しかしながら、Ａ株式会社から提出された社員名簿には、申立人の退社

は昭和 53 年５月 29 日との記載が確認でき、雇用保険の被保険者記録にお

ける離職日と合致している上、企業年金連合会から提出されたＣ基金の加

入員台帳に記載された申立人の資格喪失日は同年５月 30 日であり、オン

ライン記録と合致している。 

また、厚生年金保険法第 19 条第１項によると、「被保険者期間を計算

する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその

資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされ、同法第 14 条

においては、資格喪失の時期は、「その事業所に使用されなくなった日の

翌日」とされていることから、申立人の資格喪失日は、昭和 53 年５月 30

日であり、申立人の主張する同年５月は、厚生年金保険の被保険者期間と

はならない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めることはできない。 

  



 

埼玉（新潟）厚生年金 事案 7455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月１日から同年８月１日まで 

 昭和 54 年１月の臨時社員総会で、私の役員報酬月額が同月から増額

されることが決定されたので、同年４月の随時改定により標準報酬月額

が変更されているはずだが、申立期間の標準報酬月額が変更されていな

い。調査して、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 54 年１月の臨時社員総会での役員報酬増額の決議に伴

い、同年４月に標準報酬月額の改定がなされているはずであると主張して

いるが、有限会社Ａ社が提出した健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬

改定通知書には、申立人の標準報酬月額の改定は同年８月であることが記

載され、オンライン記録に一致している。 

また、有限会社Ａ社が提出した昭和 51 年 12 月 25 日、54 年１月 25 日

及び同年８月 25 日の臨時社員総会議事録では、いずれも役員及び監査役

の報酬増額の決議がなされているが、その報酬の増額について、随時改定

が正しく社会保険事務所（当時）に届出されたのは 54 年８月 25 日に決議

されたものだけである。 

さらに、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る給与明細書等の関連資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

 



  

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立人は、申立期間において有限会社Ａ社の事業主であり、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第１項

ただし書の規定により、当該事業主が当該義務を履行していないことを知

り、又は知り得る状態であったと認められる場合に該当すると認められる

ことから、仮に申立人の厚生年金保険料が給与から控除されていたとして

も、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

 




